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＜何らかの認知症の症状がある高齢者の推計＞

平成 年 平成 年

（万人）

約 万人

約 倍

歳以上
人口の

％

約 万人
歳以上
人口の

％
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（万人）
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約 倍
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人口の

％

約 万人
歳以上
人口の

％

第１節　認知症対策の推進

○　認知症の人と家族を支える地域づくり、地域連携の推進と専門医療の提供、
人材育成、普及啓発など、総合的な認知症対策を引き続き推進します。

○　区市町村が円滑に地域支援事業において認知症総合支援事業を実施できる
よう、必要な支援を行っていきます。

≪参考≫認知症高齢者の日常生活自立度の判定基準
資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「要介護者数・認知症高齢者数等の分布調査」（平成 25 年 11 月）を基に推計

資料：厚生労働省通知　（平成 21 年 9 月 30 日　老老発 0930 第 2 号）

≪参考≫認知症高齢者の日常生活自立度の判定基準

　自立 　日常生活自立度ⅠからＭに該当しない（認知症を有さない）方

　Ⅰ 　何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。

　Ⅱ（a、ｂ）
　日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。
（a=家庭外で　ｂ＝家庭内でも）

　Ⅲ（a、ｂ）
　日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが見られ、介護を必要とする。
（a=日中を中心　ｂ＝夜間を中心）

　Ⅳ 　日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。

　Ｍ 　著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。

何
ら
か
の
認
知
症
の

症
状
が
あ
る

見
守
り
又
は

支
援
が
必
要

１　認知症対策の推進

現状と課題
●　都内で要介護（要支援）認定を受けている高齢者のうち、何らかの認知症の症状を有

する人（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ以上）は、平成 25 年 11 月時点で約 38 万人

に上り、平成 37 年には約 60 万人に増加すると推計されています。

●　また、見守り又は支援の必要な認知症高齢者（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上）

は、平成 25 年 11 月時点の約 27 万人から、平成 37 年には約 44 万人に増加すると推計

されており、今後、高齢者人口、特に後期高齢者人口の増加に伴い、認知症の人の急速

な増加が見込まれています。

＜何らかの認知症の症状がある高齢者の推計[東京都]＞
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＜認知症高齢者の日常生活自立度別の居住場所＞

17,014 18,549

39,375 43,811

22,841

5,415

106,383
89,681

103,542

48,347

11,979

2,440

86.2%
82.9%

72.4%

52.5%

34.4%
31.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

自立 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｍ

居宅

居宅外

居宅の割合

（人） 

＜見守り又は支援の必要な認知症高齢者の推計＞

平成 年 平成 年

（万人）

約 万人

約 倍

歳以上
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＜見守り又は支援の必要な認知症高齢者の推計[東京都]＞

資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「要介護者数・認知症高齢者数等の分布調査」（平成 25 年 11 月）を基に推計

●　何らかの認知症の症状を有する人（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ以上）の 66.2％

が、また、見守り又は支援の必要な認知症の人（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上）

は 59.8％が、在宅（居宅）で生活しています。

＜認知症高齢者の日常生活自立度別の居住場所[東京都]＞

（注１）   要介護（要支援）認定データ（回答のあった 56 区市町村）集計値に占める認定申請時の所在別の認知症高齢者の
　　　割合

（注２）　居宅外とは特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、認知症高齢者グループホーム、ケアハ
　　　ウス、病院等をいう。   
資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「要介護者数・認知症高齢者数等の分布調査」（平成 25 年 11 月）
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＜在宅で生活している認知症が疑われる人が一緒に生活している人＞

総数

一人暮らし

夫婦のみ世帯

子夫婦と同居

配偶者のいな

い子と同居

その他の世帯 無回答
総数

資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「認知機能や生活機能の低下が見られる地域在宅高齢者の実態調査報告書」
　　　（平成 26 年 5 月）

●　在宅で生活している認知症が疑われる人のうち、16％は一人で暮らしており、夫婦

のみ世帯も 30％に達しています。今後は、一人暮らし高齢者が更に増加するとともに、

世帯構成員が減少していくことが予測されています。

＜在宅で生活している認知症が疑われる人がいる世帯の状況＞

●　このような状況から、介護者自身が高齢である場合や、介護者も認知症を発症してい

る世帯が増加することが予想され、今後は地域全体で認知症の人の暮らしを支える取組

や、家族介護者の疲弊を防止する取組がますます重要になってきます。

●　認知症になっても、地域で安心して生活できるよう、地域における適切なサポートの

仕組みづくりとともに、地域住民の認知症に対する理解を促進するための普及啓発が必

要です。

施策の方向
●　認知症の人と家族が地域で安心して暮らせるまちづくりを進めるための地域づくり

や、医療と介護の連携による総合的な認知症対策を検討、推進していきます。

●　認知症の人やその家族の視点に立って、認知症に対する理解促進をより一層図ってい

きます。
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【主な施策】
・ 認知症対策推進事業〔福祉保健局〕

認知症対策を総合的に推進するため、「東京都認知症対策推進会議」において様々

な角度から具体的な支援策の検討を実施します。また、都民向けシンポジウムの開催

や、パンフレット「知って安心　認知症」の活用を通じ、普及啓発を図ります。

２　地域支援事業の円滑な実施に向けた支援

現状と課題
●　厚生労働省は、認知症施策のより一層の推進を図るため、平成 24 年 6 月に「今後の

認知症施策の方向性について」を取りまとめ、平成 24 年 9 月には、平成 25 年からの 5

年間の計画として、必要な医療や介護サービス等について数値目標を定めた「認知症施

策推進 5 か年計画（オレンジプラン）」を発表しました。

●　平成 27 年 1 月には「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づく

りに向けて～（新オレンジプラン）」を発表し、「認知症の人の意思が尊重され、できる

限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目

指す」という基本的な考え方を示しました。新オレンジプランは、七つの柱（①認知症

への理解を深めるための普及・啓発の推進、②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・

介護等の提供、③若年性認知症施策の強化、④認知症の人の介護者への支援、⑤認知症

の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進、⑥認知症の予防法、診断法、治療法、

リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究開発及びその成果の普及の推進、⑦認

知症の人やその家族の視点の重視）で構成されており、認知症の人やその家族の視点に

立って、関係府省庁が共同で策定したものです。

●　都道府県と区市町村は、新オレンジプランに定められた各種施策の推進を図ることが

求められます。

●　また、平成 26 年 6 月に成立した医療介護総合確保推進法においては、「保健医療及び

福祉に関する専門的知識を有する者による認知症の早期における症状の悪化の防止のた

めの支援その他の認知症である又はその疑いのある被保険者に対する総合的な支援を行

う事業（以下「認知症総合支援事業」という。）」を地域支援事業の包括的支援事業に位

置付け、平成 27 年度から順次実施し、平成 30 年度からは全区市町村で実施することと

されました。
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【主な施策】
・ 地域支援事業交付金〈再掲〉〔福祉保健局〕

区市町村が行う地域支援事業（介護予防事業、介護予防・日常生活支援総合事業、

包括的支援事業、任意事業）を財政的に支援するため、介護保険法に定められた割合

に基づき交付金を交付します。

●　認知症総合支援事業とは、平成 27 年度から地域支援事業の包括的支援事業に位置付

けられる以下の 2 事業を指します。

　①　認知症初期集中支援推進事業

認知症専門医の指導の下、保健師、介護福祉士等の専門職が、認知症の人やその家

族に対して、初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを実施する「認

知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センター、認知症疾患医療センター等に設

置する。

　②　認知症地域支援・ケア向上推進事業

区市町村ごとに、認知症疾患医療センター等の医療機関、介護サービス事業所や地

域の支援機関の間の連携支援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う

「認知症地域支援推進員」を設置し、地域の実情に応じて、一般病院・介護保険施設

等での認知症対応力の向上、認知症ケアに携わる多職種の協働研修、認知症高齢者グ

ループホーム等での在宅生活継続のための相談・支援及び認知症カフェ等の取組を推

進する。

　

施策の方向
●　平成 30 年度からは全ての区市町村が、「認知症初期集中支援推進事業」及び「認知症

地域支援・ケア向上推進事業」を実施することが必要です。

●　各区市町村が円滑に「認知症初期集中支援推進事業」及び「認知症地域支援・ケア向

上推進事業」を実施することができるよう、区市町村の状況を踏まえて、各種の施策に

より必要な支援を行っていきます。
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第２節　地域連携の推進と専門医療の提供

○　地域の支援体制を構築するため、医療機関相互や医療と介護の連携の推進
役である認知症疾患医療センターを島しょ地域を除く全区市町村に設置し、
認知症の人が地域で安心して生活できるよう支援していきます。

○　認知症の早期発見・診断・対応を推進するため、都民の認知症への理解を
深めるための普及啓発を行うとともに、認知症支援コーディネーターと認知
症アウトリーチチームの取組を進めていきます。

１　認知症疾患医療センターの整備

現状と課題
●　今後急速な増加が見込まれている認知症の人に対する医療ニーズに応えるため、認知

症の人の地域生活を支える医療体制の整備を進める必要があります。

●　認知症の人の多くは在宅で生活しており、住み慣れた地域での生活の継続を望んでい

ます。認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して生活するためには、医療・介

護従事者それぞれの認知症対応力の向上を図り、医療と介護の連携を推進していく必要

があります。

●　認知症は原因疾患と進行段階により症状が異なるため、鑑別診断1 後、その段階に応

じた適切な医療の提供が必要です。また、認知症の人が身体合併症2 を患ったときや行動・

心理症状3 が悪化したときに適切に対応できる診療体制の整備が求められています。

●　身体合併症や行動・心理症状を発症する認知症の人は多いことから、特定の少数の医

療機関で対応するのではなく、多くの医療機関がその機能や特性に応じて、連携して対

応していくことが必要です。

１　鑑別診断
認知症の原因疾患と認知症の症状に類似する他の疾患（せん妄、うつ病等）とを見分けること。

２　身体合併症
認知症の症状に加え、肺炎や骨折、がん等の身体疾患を併発した状態

３　行動・心理症状
本人がもともと持っている性格、環境、人間関係など様々な要因がからみ合って、うつ状態や妄想のような

精神症状や、徘徊・暴力等の日常生活への適応を困難にする行動上の問題が起こること。
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４　認知症サポート医
地域医療に携わり認知症の対応に習熟している医師で、所定の研修を修了し、かかりつけ医への助言その他

の支援を行い、専門医療機関や地域包括支援センター等との連携の推進役となる医師（平成 27 年 2 月末現在 
666 人）

５　かかりつけ医認知症対応力向上研修
高齢者が日頃から受診する診療所等の主治医（かかりつけ医）に対し、適切な認知症診断の知識・技術や家族・

介護者への支援の方法を習得するために実施している研修（平成 27 年 2 月末現在の修了者数 2,556 人）
６　東京都福祉保健局高齢社会対策部「認知症疾患医療センターに関する調査」（平成 26 年 7 月）

＜認知症の経過と医療依存度＞

資料：東京都福祉保健局「東京都認知症対策推進会議　医療支援部会報告書」（平成 21 年 3 月）

＜認知症の経過と医療依存度＞

高齢期特有の疾患や大腿骨頚部骨折（特に中等度の場合）など一般的な身体疾患

認
知
症
医
療

身
体
医
療

認知症（疑い含む）に関する相談（受診先等）

抑うつ症状

いらいら感

性格変化

中核症状
会話能力の喪失
基本的ADL能力の喪失・失禁
覚醒・睡眠リズム不明確化

歩行＆座位維持困難
嚥下機能低下→肺炎等のリスク

呼吸不全

看取りに向け
た全人的医療

認知症特有のリスクを踏
まえた全身管理行動・心理症状をもたらす身体症状の改善

行動・心理症状をもたらす水分電解質異常・便秘・発熱・薬の副作用

身体疾患そのものに対する適切な医療

向精神薬の投与など適切な薬物療法による、
激しい行動・心理症状への対応

抑うつ・不眠・食欲低下等の治療

中核症状の進行抑制（薬物療法）

告知→生活方針、医療側との意識共有

他の疾患の鑑別→疾患に応じた治療

薬物療法による副作用の除去

中核症状
記憶障害、見当識障害の進行

（近時記憶から）

趣味・日課への興味の薄れ

家事の失敗

行動・心理症状等
もの盗られ妄想・嫉妬妄想・抑うつ・

不安から来る身体的不調の訴え等

の精神症状

中核症状
記憶障害の進行
会話能力の低下（理解力の低下）
基本的ADL（着脱衣、入浴）での部分的介助
慣れた道で迷うなど、失認、場所見当識障害

行動・心理症状等
徘徊・多動・攻撃的言動・異食等の行動障害、妄想・幻
覚・せん妄等の顕著化

軽度認知障害 軽度 中等度 高度 終末期

認知症に

関する医

療依存度

診察＆検査＆診断 治療方針＆生活支援方針の組み立て 症状の進行に合わせて随時見直し

身体に関

する医療

依存度

（アルツハイマー病等変性疾患の場合）

●　認知症の人への医療において重要な役割を担うのは、本人の身体疾患の治療状況や生

活環境を把握している地域のかかりつけ医です。このため、都では、これまでかかりつ

け医の認知症対応力の向上を図ることを目的として、東京都医師会と連携し、認知症サ

ポート医4 の養成、かかりつけ医認知症対応力向上研修5 を行ってきており、それぞれ

の研修修了者は、都内各地域にわたっています。

●　都内の医療機関に対し、認知症に関する診療体制を調査した結果、認知症の診断・治

療を行う専門医療機関が都内各地域に存在することが明らかとなっています6。しかし、

認知症と身体症状の双方に切れ目のない医療支援体制、地域におけるかかりつけ医と専

門医療機関の連携体制は、まだ十分に構築されているとは言えません。
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① 順天堂大学医学部附属順天堂医院 ⑦ 順天堂東京江東高齢者医療センター
② 公益財団法人東京都保健医療公社　荏原病院 ⑧ 青梅成木台病院
③ 東京都立松沢病院 ⑨ 平川病院
④ 浴風会病院 ⑩ 国家公務員共済組合連合会立川病院
⑤ 東京都健康長寿医療センター ⑪ 杏林大学医学部付属病院
⑥ 大内病院 ⑫ 薫風会山田病院
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① 順天堂大学医学部附属順天堂医院 ⑦ 順天堂東京江東高齢者医療センター

② 公益財団法人東京都保健医療公社　荏原病院 今後、指定予定

③ 東京都立松沢病院 ⑧ 平川病院

④ 浴風会病院 ⑨ 国家公務員共済組合連合会立川病院

⑤ 東京都健康長寿医療センター ⑩ 杏林大学医学部付属病院

⑥ 大内病院 今後、指定予定区東北部
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認知症疾患医療センター 二次保健医療圏ごとの指定状況 
平成 年 月 日

●　認知症の人と家族を地域で支える医療体制を構築するために、都は、平成 24 年度に

東京都認知症疾患医療センター7 として 12 病院を指定しました。東京都認知症疾患医療

センターは、二次保健医療圏（島しょ地域を除く。）に 1 か所ずつ指定されており、「専

門医療機関としての役割」、「地域連携の推進機関としての役割」、「人材育成機関として

の役割」を担っています。

●　三つの役割を果たすために、各認知症疾患医療センターは、専門医療相談の実施、鑑

別診断とその初期対応、身体合併症と行動・心理症状への対応、認知症疾患医療・介護

連携協議会の開催、地域の医療・介護従事者向けの研修会の開催、認知症の普及啓発等

の様々な活動を行っています。

●　なお、国は、「認知症施策推進 5 か年計画（オレンジプラン）」において、認知症の早

期診断等を行う医療機関（認知症疾患医療センター）を全国で約 500 か所整備する目標

を掲げました8。また、平成 26 年 7 月に従来は病院のみであった指定対象に、新たに診

療所が追加されました。

＜認知症疾患医療センターの指定状況(平成26年12月現在)＞

７　認知症疾患医療センター
地域において認知症に対して進行予防から地域生活の維持まで必要となる医療を提供できる機能体制の構築

を図るため、都道府県又は指定都市によって指定を受けた病院又は診療所に設置される。平成 26 年 12 月現在、
全国で 289 か所が指定されている。

８　新オレンジプランにおいても、平成 29 年度末までに全国で約 500 か所整備する目標が掲げられている。
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施策の方向
●　急増が見込まれている認知症の人と家族が地域で安心して生活するためには、状態に

応じて適切な医療・介護・生活支援等の支援を受けることができる体制を、各区市町村

において構築することが必要です。

●　地域における支援体制を構築するため、医療機関相互や医療と介護の連携の推進役で

ある認知症疾患医療センターを島しょ地域を除く全区市町村に設置し、認知症の人と家

族が地域で安心して生活できるよう支援していきます。

●　平成 27 年度以降新たに認知症疾患医療センターとして指定する医療機関は、「地域連

携型」認知症疾患医療センターとなり、専門医療相談の実施、鑑別診断とその初期対応、

身体合併症と行動・心理症状への対応、地域連携の推進等を担います。

●　これまで指定していた 12 か所の認知症疾患医療センターは、「地域拠点型」認知症疾

患医療センターとなり、所在する区市の専門医療相談等を担うほか、引き続き二次保健

医療圏における拠点センターとして、認知症疾患医療・介護連携協議会の開催、地域の

医療・介護関係者向けの研修会開催、認知症アウトリーチチームの配置等を担います。

●　認知症の診断、薬物治療、身体合併症と行動・心理症状への対応等の専門医療の提供

について、認知症疾患医療センターと地域の医療機関が連携を図り、今後急速に増加す

る認知症の人に対応できる体制を整えていきます。

●　身体合併症を患ったとき又は行動・心理症状が悪化したときに対応できる医療機関を

確保するとともに、地域連携の推進や医療・介護従事者の認知症対応力の向上を図るこ

とにより、身体合併症や行動・心理症状を有する認知症の人を地域で受け入れる体制づ

くりを進めていきます。

●　認知症疾患医療センターが、地域における認知症医療に係る人材育成において中心的

な役割を担うことで、地域における認知症専門医療の充実と認知症対応力の向上を図っ

ていきます。

●　島しょ地域については、認知症に係る医療・介護資源の整備や、医療・介護従事者の

確保が厳しい状況にあります。各島の地域特性に応じて、認知症の人の支援体制を構築

する必要があるため、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターの専門職が各島を

訪問して、医療・介護従事者や住民を対象とした研修会、個別ケースへの助言、認知症

に関する島の現状や課題等を自由に話す意見交換会等を実施しています。これらの取組

を通じて、島しょ地域における認知症の人と家族への支援体制の構築を支援していきま

す。
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＜地域拠点型・地域連携型認知症疾患医療センターによる地域連携のイメージ＞

認知症支援推進センター （東京都健康長寿医療センターに設置） 
認知症医療従事者等向け研修の拠点として、地域拠点型認知症疾患医療センターが実施する人材育成の取組への支援、
認知症サポート医・認知症支援コーディネーター・認知症疾患医療センター相談員等の研修、島しょ地域への訪問研修等
を実施して、地域の認知症対応力の向上を図る。 

協力・連携 

区市町村における認知症医療・介護連携の推進役 
（区市町村とともに、他医療機関・認知症サポート医・かか
りつけ医等のネットワークづくり、地域包括支援センターと

の連携・協力体制づくり等を推進） 

地域拠点型 
認知症疾患医療センター 

地域連携型 
認知症疾患医療センター 

 
 
 

 
 
 二次保健医療圏の認知症医療・介護連携の推進役 
（連携協議会の開催、地域連携型・他医療機関との連携に
よる身体合併症・行動心理症状に対応するネットワークづく
りの推進、人材育成、認知症アウトリーチチームの配置等） 

都全体 

人材育成に係る支援 

連携 

島しょ地域 

認知症支援推進センターが実施
する医療・介護従事者や住民を対
象とした研修等を通じて、島しょ地
域の認知症の人と家族の支援体

制の構築を支援 
二次保健 
医療圏域 

連携 

区市町村域 

協力・連携 

協力・連携 

地域拠点型・地域連携型認知症疾患医療センターによる地域連携のイメージ 

●地域連携型同士及び

地域拠点型と地域連携

型の連携・協力により、

二次保健医療圏全体の

地域で認知症の人と家

族を支える支援体制の

構築を推進 

●地域拠点型同士の連携

により、身体合併症・行動

心理症状への対応、人材

育成等において、二次保

健医療圏の枠組を超えた

取組を行い、都内全体の

認知症の人と家族を支え

る支援体制の構築を推進 

地域連携型 

地域拠点型 地域拠点型 

支援 
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【主な施策】
・ 認知症疾患医療センター運営事業〔福祉保健局〕

都が指定する「認知症疾患医療センター」において、認知症の診断、身体合併症と

行動・心理症状への対応、専門医療相談等を実施するとともに、地域の医療・介護関

係者等との連携の推進、人材の育成等を行うことにより、認知症の人の地域生活を支

える医療体制の構築を図ります。

・ 認知症支援推進センター設置事業【新規】〔福祉保健局〕

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターを都内における認知症医療従事者等

の研修の拠点と位置付け、各認知症疾患医療センターにおける人材育成の取組を支援

するとともに、認知症サポート医フォローアップ研修、認知症疾患医療センター相談

員研修、認知症支援コーディネーター研修、島しょ地域への訪問研修等を実施します。

・ 認知症専門病棟運営費補助〔福祉保健局〕

認知症高齢者に対して適切な治療を行う専門病棟を有する都内の民間精神科病院の

運営を支援し、認知症高齢者に対する適切な入院医療を確保していきます。

【現状】

平成 26 年度末

12 施設

【目標】

平成 27 年度末
地域拠点型　12 施設
地域連携型　41 施設

認知症疾患医療センターの指定目標



188

第
3
章

第2部　計画の具体的な展開

２　認知症の早期発見・診断・対応の推進

現状と課題
●　認知症になっても住み慣れた地域での生活を続けるためには、早期発見・早期診断と、

状態に応じた適切な医療・介護・生活支援等の支援を受けることが必要です。しかし、

本人や家族が早期診断の重要性を認識していない場合や、本人が受診に消極的な場合、

どこに相談をすればよいのか分からず、受診に結び付かない場合があります。

●　都は、認知症の早期発見・診断・対応を進めるため、認知症の研究・治療拠点である

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターの知見を活用して、平成 26 年 5 月に「自

分でできる認知症の気づきチェックリスト」を作成しました。

●　このチェックリストを、新たに作成した認知症の普及啓発用パンフレット「知って安

心　認知症～認知症の人にやさしいまち 東京を目指して～」に盛り込み、区市町村や

関係機関に配布するとともに、都における認知症のポータルサイト「とうきょう認知症

ナビ9」への掲載、新聞折込の実施等により、広く都民へ普及を図っています。

●　また、区市町村にパンフレット「知って安心　認知症」のひな型を提供して、区市町

村が都の原稿を活用して、それぞれの地域の相談先等を記載したパンフレットを作成で

きるよう、支援しています。

９　「とうきょう認知症ナビ」ＵＲＬ
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/zaishien/ninchishou_navi/

東京都認知症疾患医療センター一覧

※電話相談は、平日（月～金曜日）の日中の対応となっています。

病院名

順天堂大学医学部附属 順天堂医院 03-5684-8577
公益財団法人東京都保健医療公社 荏原病院 03-5734-7028

東京都立松沢病院 03-3303-7211
社会福祉法人浴風会 浴風会病院 03-5336-7790
地方独立行政法人 東京都健康長寿医療センター 03-3964-1141
医療法人社団大和会 大内病院 03-5691-0592
順天堂大学医学部附属 順天堂東京江東高齢者医療センター 03-5632-3180
医療法人財団良心会 青梅成木台病院 0428-74-4111
医療法人社団光生会 平川病院 042-651-3132
国家公務員共済組合連合会 立川病院 0120-766-613

杏林大学医学部付属病院 0422-44-0634

医療法人社団薫風会 山田病院

文京区本郷3-1-3

大田区東雪谷4-5-10

世田谷区上北沢2-1-1

杉並区高井戸西1-12-1

板橋区栄町35-2

足立区西新井5-41-1

江東区新砂3-3-20

青梅市成木1-447

八王子市美山町1076

立川市錦町4-2-22

三鷹市新川6-20-2

西東京市南町3-4-10 042-461-0622

住所 相談窓口電話番号

東京都福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課認知症支援係
新宿区西新宿2-8-1　☎03-5321-1111（代表） 内線33-567、33-568

発行

監修 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター
東京都健康長寿医療センター研究所　自立促進と介護予防研究チーム
板橋区栄町35－2　☎03-3964-3241（代表） 内線4222

ご近所の人や商店街、郵便局、銀行、交番など地域で働く人たちが、認知症について正しく理解し、認
知症の人や家族が困った時に手助けをしてくれると、認知症になっても住み慣れた地域で安心して
暮らしていくことができます。

認知症サポーターになりましょう！

認知症についての正しい知識をもち、認知症の人や家族を
温かく見守る応援者のことです。

● １時間～１時間半の講義を受講すれば、どなたでもなることができます。
● 養成講座は、区市町村や企業、各種団体、小中学校などで行われています。

「認知症サポーター養成講座」を受講してください。

※お申込方法・開催日等は、お住まいの区市町村の認知症担当窓口にお問合せください。

認知症サポーターとは？

認知症サポーターになるには？

受講者には、認知症サ
ポーターの目印であ
る「オレンジリング」が
渡されます。

平成26年8月発行 登録番号（26）101

ひとりでも多くの人が認知症の人や家族の応援者になることが、
認知症になっても安心して暮らしていけるまちづくりの第一歩です。

認知症の人にやさしいまち 東京を目指して

■ 認知症は誰でもかかる可能性のある身近な病気です
■ 認知症とは？
■ 認知症の予防につながる習慣
■ 認知症に早く気づくことが大事！
■ 「自分でできる認知症の気づきチェックリスト」をやってみましょう！
■ 認知症になるとどのように感じるの？
■ 認知症の人を支えるために
■ こんな時はどこに相談したらいいの？

…………１ ページ

………………………………………………………2 ページ

……………………………………3 ページ

…………………………………4 ページ

…5 ページ

……………………………7 ページ

………………………………………8 ページ

……………………………９ ページ

１

２

３

４

５

６

７

８



189

第
3
章

第2部　計画の具体的な展開

＜自分でできる認知症の気づきチェックリスト＞

5

5 6

自分でできる
認知症の気づきチェックリスト

「ひょっとして認知症かな？」 
気になり始めたら自分でチェックしてみましょう。

※このチェックリストの結果はあくまでもおおよその目安で医学的診断に代わるものではありません。
　認知症の診断には医療機関での受診が必要です。
※身体機能が低下している場合は点数が高くなる可能性があります。

※ご家族や身近な方がチェックすることもできます。

まったくない ときどきある 頻繁にある いつもそうだ

今日が何月何日か
わからないときが
ありますか

まったくない ときどきある 頻繁にある いつもそうだ

周りの人から「いつも同じ
事を聞く」などのもの忘れ
があると言われますか

まったくない ときどきある 頻繁にある いつもそうだ

まったくない ときどきある 頻繁にある いつもそうだ

まったくない ときどきある 頻繁にある いつもそうだ
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できない できない

一人で買い物に
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だいたい
できる

あまり
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あまり
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自分で掃除機や
ほうきを使って
掃除ができますか

問題なく
できる
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できる

あまり
できない できない

電話番号を調べて、
電話をかけること
ができますか

問題なく
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だいたい
できる

あまり
できない できない

「自分でできる認知症の気づき
チェックリスト」をやってみましょう！

チェックしたら、①から⑩の合計を計算 合計点 点
20点以上の場合は、認知機能や社会生活に支障が出ている可能性があります。
9ページ以降に紹介しているお近くの医療機関や相談機関に相談してみましょう。
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バスや電車、自家用車
などを使って一人で
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支払いは一人でできますか支払いは一人でできますか

財布や鍵など、物を
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言おうとしている
言葉が、すぐに出てこ
ないことがありますか
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の結果はあくまでも
おおよその目安で医
学的診断に代わるも
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認知症の診断には医
療機関での受診が必
要です。

※身体機能が低下して
いる場合は点数が高
くなる可能性があり
ます。
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●　また、平成 25 年度から区市町村に認知症支援コーディネーターを配置して、認知症

の疑いのある人の早期把握に努めるとともに、認知症の人の家族や関係機関等からの相

談を受け、訪問支援等により、適切な医療・介護サービスにつなげる取組を実施してい

ます。

●　それとともに、認知症疾患医療センターに医師、看護師、精神保健福祉士等で構成さ

れる認知症アウトリーチチームを配置して、認知症支援コーディネーターからの依頼に

応じて、受診困難等の認知症の疑いのある高齢者を訪問支援する取組も進めています。

　

施策の方向
●　都民の認知症に対する正しい理解を深め、認知症が疑われる場合に速やかな受診を促

進するため、区市町村や医療機関と連携した普及啓発を行っていきます。

●　区市町村に認知症の医療・介護・生活支援等の情報に精通した地域における認知症の

専門家である認知症支援コーディネーターを配置し、個別ケース支援のバックアップ等

を担い、認知症の疑いのある高齢者の早期発見・診断・対応を進めることにより、地域

の認知症対応力向上を図っていきます。

●　地域拠点型認知症疾患医療センターに認知症アウトリーチチームを配置し、認知症支

援コーディネーター等の依頼に応じて、受診困難等の認知症の疑いのある高齢者を訪問

支援することにより、認知症の人とその家族の地域での生活を支援していきます。
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連携・支援 

本人 家族 

地域連携型 
認知症疾患医療センター 

かかりつけ医・歯科医 

複数の専門職による初期の包括的・集中
的な支援（受診勧奨や本人・家族へのサ

ポート等） 

医療系＋介護系職員(保健師、看護師、介護
福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等） 

認知症施策の検討及び
推進（関係機関の連携支
援、研修会開催等） 

認知症地域支援推進員 

保健師・看護師・社会福祉士等 

連携 

認知症サポート医で
ある専門医 

認知症支援コーディネーター 

認知症の医療・介護・生活支援等
の情報に精通した地域における認
知症の専門家。個別ケース支援
のバックアップ等を担う。

区市町村・地域包括支援センター 

保健師・看護師等の医療職 

専門医療相談、鑑別診断、身体合併症と行
動・心理症状への対応、地域連携の推進等 

介護職（ケアマネジャー等） 
介護サービス（施設・居宅） 
認知症サポーター、ボランティア 
家族介護者の会（認知症カフェ） 

保健所・保健センター 

薬局、訪問看護ステーション 

精神保健福
祉センター 

 
 
 

一般病院・精神科病院 

後方支援 

日常診療・ 
相談 

派遣等による協力 

相談 

訪問支援 

訪問支援 

訪問依頼 

区
市
町
村
域 

二
次
保
健 

医
療
圏
域 

認知症サポート医 

相談員（保健
師、精神保健
福祉士等） 

専門医 

診療・相談 

各機関の密接な連携による認知症
の人と家族を支える地域づくり 

認知症初期集中支援チーム 

地域拠点型 
認知症疾患医療センター 

二次保健医療圏単位の連携協議会の開催、人材育成の実施、
身体合併症と行動・心理症状に対応するネットワークづくり等 

訪問支援 

認知症アウトリーチチーム 
認知症支援コーディネーター及び認知症地域支援 
推進員等の依頼に応じて、受診困難等の認知症 
疑い高齢者等を訪問支援 
 

連携・協力 

立ち上げ支援、バックアップ 

医師1人＋精神保健福祉士・看護師等の医療職2人 

連携 

紹介・逆紹介 

支援 

連携 

高齢者 
精神医療 
相談班 

支援 

＜都における認知症の人と家族の生活を支える医療体制のイメージ図＞

【主な施策】
・ 認知症普及啓発事業［高齢社会対策区市町村包括補助事業］〔福祉保健局〕

地域において、認知症の人と家族を支えるために区市町村が行う、認知症の普及・

啓発の取組を支援します。

・ 認知症疾患医療センター運営事業〈再掲〉〔福祉保健局〕

都が指定する「認知症疾患医療センター」において、認知症の診断、身体合併症と

行動・心理症状への対応、専門医療相談等を実施するとともに、地域の医療・介護関

係者等との連携の推進、人材の育成等を行うことにより、認知症の人の地域生活を支

える医療体制の構築を図ります。

・ 認知症支援コーディネーター事業【新規】〔福祉保健局〕

区市町村に、認知症の医療・介護・生活支援等の情報に精通した地域における認知

症の専門家であり、個別ケース支援のバックアップ等を担う認知症支援コーディネー

ターを配置します。

・ 認知症アウトリーチチームの配置〔福祉保健局〕

地域拠点型認知症疾患医療センターに、認知症支援コーディネーター等の依頼に応

じて、受診困難等の認知症の疑いのある高齢者を訪問支援する認知症アウトリーチ

チームを配置します。

※区市町村はこのイメージ図を参考に、各地域の実情に応じた体制のイメージ図を作成する。
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第３節　認知症の人と家族を支える人材の育成

○　認知症の人と家族を地域で支える人材を育成するため、認知症介護の実践
的知識・技術習得のための研修や、医療従事者等の認知症対応力向上を図る
研修の実施等の取組を進めます。

１　認知症介護サービスを担う人材の育成

現状と課題
●　認知症の人が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、これまでの生活との継続性の

確保が必要です。そのためには、認知症対応型サービス事業者だけではなく、訪問介護

等を含む全ての介護サービス事業者が、認知症介護の基本を学ぶ必要があります。

●　認知症の人に対してより適切なサービスを提供するため、これまでの介護の実践に基

づく認知症の人に対するケアのノウハウの蓄積を生かすことが重要です。そのため、都

はこれまで、認知症介護研修を通じ、これら蓄積された最新の知識、ケアの手法などを、

介護の現場全体に浸透させる取組を行ってきました。

●　認知症介護研修の修了者は、各介護サービス事業所の中だけでなく、地域の社会資源

との連携や、地域のリーダーとしての役割も期待されているため、こうした人材の地域

における活用を推進していく必要があります。

施策の方向
●　認知症介護を担う人材育成の拡大を図ります。

●　引き続き、様々な介護職を対象に認知症ケアに関する研修を実施し、地域における認

知症ケアの質の向上を図るとともに、地域における人材の活用について、検討を行って

いきます。

【主な施策】
・認知症介護研修事業〔福祉保健局〕

介護実務者及びその指導的立場にある人に対し、認知症介護に関する専門的研修を

実施し、技術の向上を図ります。
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２　認知症医療サービスを担う人材の育成

現状と課題
●　認知症の人の急速な増加に伴い、認知症の医療に精通した医師や看護師の育成が急務

となっています。それに加えて、地域包括支援センター、介護支援専門員等の認知症対

応力の更なる向上が必要です。

●　高齢者が日頃から受診する診療所等のかかりつけ医が、適切な認知症診療の知識・技

術や認知症の人とその家族を支える知識と方法を習得することや、認知症サポート医の

活動を促進することも課題です。

●　また、認知症の人の支援には多職種の連携が不可欠ですが、多職種が顔を合わせる機

会が少なく、同じ用語を使用しても理解に違いがある等、認知症ケアの現場で連携がと

れた対応ができていないとの指摘があります。

●　都では、認知症疾患医療センターの役割の一つに「人材育成機関としての役割」を位

置付けており、各センターにおいては、医療・介護従事者向けの各種研修会を開催して

います。また、区市町村や地区医師会が実施する認知症対応力向上研修に、各認知症疾

患医療センターが講師を派遣するなどの支援を行っています。

●　平成 25 年度からは、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターを都内における

認知症医療従事者等の研修の拠点と位置付け、各認知症疾患医療センターにおける人材

育成の取組を支援しています。

●　各認知症疾患医療センター共通の取組としては、「看護師認知症対応力向上研修10」（平

成 25 年度から）、「認知症多職種協働研修11」（平成 26 年度から）を実施しています。

●　また、認知症支援コーディネーターや地域包括支援センター職員を対象に「認知症ア

セスメントシート（ＤＡＳＣ） 12」研修を実施し、地域包括支援センターの認知症対応

力向上を図っています。

施策の方向
●　認知症疾患医療センターが、引き続き地域における認知症医療に係る人材育成におい

て中心的な役割を担うことで、地域における認知症専門医療の充実と認知症対応力の向

上を図っていきます。

10　看護師認知症対応力向上研修
都独自のテキストを作成し、平成 25 年度から認知症疾患医療センター等において、地域の病院に勤務する

看護師を対象として実施している研修（平成 27 年 2 月末現在の修了者数 1,621 人）
11　認知症多職種協働研修

都独自のテキストを作成し、平成 26 年度から認知症疾患医療センターにおいて、認知症の人の支援に携わ
る多職種を対象として実施している研修（平成 27 年 2 月末現在の修了者数 507 人）

12　148 ページ参照
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●　都内における認知症医療従事者等の研修の拠点と位置付けている地方独立行政法人東

京都健康長寿医療センターに「認知症支援推進センター」を設置して、各認知症疾患医

療センターにおける人材育成の取組を支援するとともに、認知症サポート医の活動を促

進するための実践的なフォローアップ研修、認知症疾患医療センター相談員研修、認知

症支援コーディネーター研修等を実施することにより、認知症ケアに携わる医療従事者

等の都内全体のレベルアップを図っていきます。

●　平成 27 年度から地域拠点型認知症疾患医療センターにおいて、新たに、かかりつけ

医を対象として、適切な認知症診療の知識・技術や認知症の人とその家族を支える知識

と方法を習得するための研修を実施します。

【主な施策】
・ 認知症疾患医療センター運営事業〈再掲〉〔福祉保健局〕

都が指定する「認知症疾患医療センター」において、認知症の診断、身体合併症と

行動・心理症状への対応、専門医療相談等を実施するとともに、地域の医療・介護関

係者等との連携の推進、人材の育成等を行うことにより、認知症の人の地域生活を支

える医療体制の構築を図ります。

・ 認知症支援推進センター設置事業【新規】〈再掲〉〔福祉保健局〕

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターを都内における認知症医療従事者等

の研修の拠点と位置付け、各認知症疾患医療センターにおける人材育成の取組を支援

するとともに、認知症サポート医フォローアップ研修、認知症疾患医療センター相談

員研修、認知症支援コーディネーター研修、島しょ地域への訪問研修等を実施します。

・ 看護師等認知症対応力向上研修〔福祉保健局〕

各地域拠点型認知症疾患医療センターにおいて、病院の看護師等が、入院から退院

後の在宅生活までを視野に入れた認知症ケアについての知識を学ぶことで、認知症の

人の病院での受療と、退院後の在宅復帰を促進するための研修を実施します。

・ 認知症多職種協働研修〔福祉保健局〕

各地域拠点型認知症疾患医療センターにおいて、認知症の人の支援に携わる専門職

や行政関係者を対象として、認知症ケアに関わる多様な職種や支援者の視点を互いに

理解し、認知症の人が必要とする支援を提供することを学ぶための研修を実施します。
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・ かかりつけ医認知症対応力向上研修〔福祉保健局〕

各地域拠点型認知症疾患医療センターにおいて、かかりつけ医を対象として、適切

な認知症診療の知識・技術や認知症の人とその家族を支える知識と方法を習得するた

めの研修を実施します。
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第４節　認知症の人と家族を支える地域づくり

○　認知症の人と家族を支える地域づくりを進めるため、東京都認知症対策推
進会議での検討などを踏まえ、効果的な支援策を構築します。

○　社会的に対策が遅れている若年性認知症について、先駆的な取組を推進します。

１　認知症の人と家族を支える地域づくり

現状と課題
●　認知症が疑われる人の約 9 割が住み慣れた地域で暮らし続けたいと考えています。

＜在宅で生活している認知症が疑われる人の居住意向＞

●　認知症の人と家族が安心して地域で暮らせるようにするためには、地域住民に認知症

について正しく理解してもらい、地域社会全体で支えることが重要です。

●　しかし、東京という大都市の特性を考えると、高齢者単独世帯の増加など世帯構成員

の減少、都市化の一層の進展、住民の流動化などにより地域のつながりが失われるなど

の課題があります。一方、東京には多数の人が住み働き、また介護サービス事業者だけ

でなく、商店街、交通機関等の日常生活を支える多様な社会資源が身近な地域に存在す

るなどの利点もあります。

＜在宅で生活している認知症が疑われる人の居住意向＞

ぜひ、住み続けたい

できれば

住み続けたい

機会があれば、他の

地域に住み替えたい

ぜひとも他の地域に

住み替えたい
無回答

総数 人

資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「在宅高齢者実態調査（専門調査）」（平成 21 年 3 月）
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●　こうした利点を生かし、認知症の人と家族を地域で支えるためには、専門職による支

援のほか、都民一人ひとりが認知症について正しく理解し、見守り、声を掛け合うこと

が必要です。孤立しやすい認知症の人と家族にとっては、商店街や交通機関などを含む、

地域での見守りの取組や、家族会の活動など、介護者を支援する取組が支えになります。

●　また、都では、国の「認知症を知り地域をつくる 10 ヵ年」キャンペーンと連動して、

認知症に関する正しい知識と理解を持って、地域や職域で認知症の人やその家族を手

助けする「認知症サポーター」の養成支援等を行っており、平成 26 年 12 月末現在で、

約 34 万人13 の認知症サポーターがいます。

●　認知症サポーターも重要な社会資源です。認知症サポーターの活動と見守り等の施策

を連動させ、地域の中で一体的に展開していくことが必要です。

●　近年、社会的関心が高まっている徘
はい

徊
かい

等を原因とする認知症の人の行方不明について

も、こうした一体的な取組により未然に防止することが重要です。

●　都では、こうした取組にもかかわらず発生してしまった認知症の人の行方不明・身元

不明等について、区市町村からの依頼に基づき、都内区市町村へ一斉に周知する取組を

行ってきました。今後も関係機関との情報共有によって、より効果的な早期解決のため

の仕組みをつくっていくことが必要です。

施策の方向
●　東京の地域特性を踏まえ、地域の多様な人的資源・社会資源によるネットワークづく

りを進め、認知症の人と家族を支える地域づくりを支援します。

●　認知症の人やその家族の視点に立って、都民の認知症に対する理解を促進するととも

に、認知症の人と家族を地域で支える機運の醸成のために普及啓発を進めます。

●　孤立しやすい家族介護者を支援するため、家族会の活動を支援します。

●　認知症サポーターの養成支援や、認知症サポーター養成講座の講師役となるキャラバ

ン・メイトの養成を引き続き行います。

●　身近な地域で認知症の人と家族を支える認知症サポーターが活躍できる場や復習を兼

ねて学習できるフォローアップの機会の拡大を支援します。

●　徘徊等を原因とする認知症の人の行方不明・身元不明の早期解決を図るため、関係機

関との情報共有の仕組みづくりを推進します。

13　全国キャラバン・メイト連絡協議会調べ
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【主な施策】
・ 認知症対策推進事業〈再掲〉〔福祉保健局〕

認知症対策を総合的に推進するため、「東京都認知症対策推進会議」において様々

な角度から具体的な支援策の検討を実施します。また、普及啓発を目的とした都民向

けシンポジウムの開催や、パンフレット「知って安心　認知症」の活用を通じ、普及

啓発を図ります。

・ 認知症地域支援ネットワーク事業［高齢社会対策区市町村包括補助事業］〔福祉保健局〕

地域において、認知症の人と家族を支えるために区市町村が行う、認知症の人と家

族を支える人材や社会資源によるネットワーク構築、そのネットワークを活用した徘

徊行方不明者の早期発見、家族会の育成・支援などの取組を支援します。

・ 認知症普及啓発事業［高齢社会対策区市町村包括補助事業］〈再掲〉〔福祉保健局〕

地域において、認知症の人と家族を支えるために区市町村が行う、認知症の普及・

啓発の取組を支援します。

・ 認知症の人と家族を支える医療機関連携型介護者支援事業［高齢社会対策区市町村包
括補助事業］〔福祉保健局〕

医療機関周辺に認知症介護者支援の拠点を設け、医療機関の専門職と連携した介護

者支援のための講座や交流会を開催し、介護者の孤立化防止等を図る区市町村の取組

を支援します。

・ 認知症の人を地域で支える事業［高齢社会対策区市町村包括補助事業］〔福祉保健局〕

区市町村が主体となり、認知症サポーター等、認知症の人を支援する人材の活用、

又は認知症の人が地域において社会的な活動ができる場の確保や提供に係る検討・試

行や独自の取組を支援します。

・ キャラバン・メイト養成研修〔福祉保健局〕

認知症について正しい知識を持ち地域で認知症の人と家族を応援する「認知症サ

ポーター」を養成する講座の講師役となり、また地域でのリーダー役を担うキャラバ

ン ･ メイトを養成します。

・ 認知症高齢者の行方不明・身元不明対策〔福祉保健局〕

区市町村からの依頼に基づき、認知症が疑われる行方不明高齢者等の情報を都内区

市町村などに提供する取組を充実し、関係機関との情報共有を推進します。
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○　認知症の人とその家族、地域住民、専門職等が集い、認知症や介護につい
て語り合う「認知症カフェ」の取組が、都内各地で始まっています。介護を行っ
ている家族が集い、交流する場は以前からありましたが、最近は認知症疾患
医療センターや地区医師会の協力を得て、交流会への医師や看護師等の医療
職の参加、医師による個別相談会の開催、地域住民との交流など、地域によっ
て様々な取組が行われています。
○　港区では、平成 26年度にＮＰＯ等への委託により、区内 5か所で「みん
なとオレンジカフェ」を開設しました。毎月 1回開催して交流等を楽しむと
ともに、医師等を交えての専門相談、観光バスをチャーターしてのおでかけ
ツアー、認知症予防プログラムの体験、カフェ運営を担うボランティア養成
講座等の多様な取組を行っています。
○　目黒区では、平成25年度に「Ｄカフェ・ラミヨ」が開設され、「認知症の人も、
ご家族も、お医者さんも、ヘルパーさんもみんな一緒に Let's コーヒーブレー
ク」を合言葉として、月2回の認知症カフェが開催されています。また、カフェ
を中心に、認知症疾患医療センターの認知症専門医や地域のかかりつけ医等
を囲んだ月 1回の懇談会形式の学習会の開催、認知症サポーター養成講座の
開催、認知症の地域情報誌の発行等の取組が行われています。
○　他の地域においても、区市町村からのＮＰＯや社会福祉法人等への委託や、
医療・介護関係者や認知症の人の家族の自主運営により、認知症カフェが開
催されています。週 5日程度開催される常設型の認知症カフェも始まってお
り、今後都内のより多くの地域で認知症カフェが開設され、カフェの取組を
通して、認知症の人と家族を支える地域づくりが進められることが期待され
ます。

認知症の人と家族を地域で支える認知症カフェ
コラム

みんなとオレンジカフェ（港区）での語らいの様子

Ｄカフェ・ラミヨ（目黒区）での
医師を囲んだ語らいの様子
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勤め人として

働いている 自営業である

（自由業も含む。）

休職中

働いていない

①本人の仕事の有無（総数 人）

仕事をしていた

認知症になる前から

仕事はしていなかった

②認知症になる前の仕事の有無（総数 人）

無回答

介護保険制度によるサービス・支援を利用してい

ない

その他介護保険によるサービス・支援

小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

（認知症対応型デイサービス）

短期入所生活介護（ショートステイ）

訪問介護（ホームヘルプサービス）

通所介護（デイサービス） 知らなかった

使い方が分からない

気に入らない

申請したが、認定

されなかった

その他

無回答

④介護保険制度によるサービス・支援を利用していない理由
（総数 人）

③介護保険制度によるサービス・支援の利用状況
（総数 人）（複数回答）

２　若年性認知症対策

現状と課題
●　65 歳未満で発症する若年性認知症の人は都内に約 4 千人と推計されており14、65 歳

以上で何らかの認知症の症状を有する要介護（要支援）認定者約 38 万人と比較すると

非常に少数です。

●　若年性認知症の人と家族にとって、家計を支える働き手を失うなどの経済的課題、若

年性認知症の人の身体機能やニーズに合ったケアを提供する社会資源が少ないといった

課題など、高齢期に発症する認知症とは異なる課題が存在しますが、社会的な対策が遅

れています。

＜若年性認知症の人の状況＞

14　平成 19 年度厚生労働省科学研究における茨城県と群馬県の悉皆調査による推計値から算出した東京都にお
ける若年性認知症の人の推計値
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障害者自立支援法によるサービス・支援を利用していない

その他障害者自立支援法によるサービス・支援

行動援護

生活介護

自立訓練

就労移行支援

就労継続支援

居宅介護（ホームヘルプサービス）

短期入所（ショートステイ）

⑤障害者自立支援法によるサービス・支援の利用状況
（総数 人）（複数回答）

知らなかった

使い方が分からない

気に入らない

申請したが、認定

されなかった

その他

⑥障害者自立支援法によるサービス・支援を利用していない理由
（総数 人）

無回答

その他公的サービス・支援を利用していない

その他公的サービス・支援

地域福祉権利擁護事業

成年後見制度

身体障害者手帳

精神障害者保健福祉手帳

⑦その他公的なサービス・支援の利用状況
（総数 人）（複数回答）

知らなかった
使い方が分からない

気に入らない

申請したが、認定

されなかった

その他

⑧その他公的なサービス・支援を利用していない理由
（総数 人）

●　特に、就労継続、経済面の支援など、高齢者の相談窓口では対応が困難な問題はどこ

に相談すればよいか分からず、介護保険サービスや障害福祉サービス等を利用していな

い人も多く、家族で問題を抱え込んでしまうことがあります。

●　区市町村の相談窓口にとっても、人数の少ない若年性認知症の人への支援は、支援の

実績が蓄積されにくく、障害福祉サービスや雇用等の介護以外の相談については十分に

対応できているとは言えない状況です。

施策の方向
●　若年性認知症の人を支援する区市町村からの相談に対応するとともに、若年性認知症

の人と家族が問題を抱え込まずに安心して相談でき、必要な支援につなげるためのワン

ストップ相談窓口を設置します。

●　様々な問題を抱える家族介護者の心理的サポートやレスパイト15 を行う家族会の活動

や拠点整備を支援します。

15　レスパイト
乳幼児や障害者、高齢者など要介護者を在宅でケアしている家族の精神的疲労を軽減するため、一時的にケ

アの代替を行うサービスのこと。

資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「東京都若年性認知症生活実態調査」（平成 20 年 8 月）
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第2部　計画の具体的な展開

【主な施策】
・ 認知症対策推進事業〈再掲〉〔福祉保健局〕

認知症対策を総合的に推進するため、「東京都認知症対策推進会議」において様々

な角度から具体的な支援策の検討を実施します。また、普及啓発を目的とした都民向

けシンポジウムの開催や、パンフレット「知って安心　認知症」の活用を通じ、普及

啓発を図ります。

・ 東京都若年性認知症総合支援センター設置事業〔福祉保健局〕

若年性認知症の人、家族、区市町村、地域包括支援センター等の専門機関に対する

ワンストップ相談窓口を設置することにより、若年性認知症の人を早期に適切な支援

に結び付け、若年性認知症特有の問題解決を図ります。

・ 若年性認知症の人と家族を支える体制整備事業［高齢社会対策区市町村包括補助事業］
〔福祉保健局〕

若年性認知症の家族会への支援や、若年性認知症の人の活動を支援するための拠点

整備を行う区市町村の取組を支援します。


